
1 

第10回 稚内市自治基本条例審議会 

（と き） 平成１８年９月２２日（金） １８：００～２０：３０ 

（ところ） 市役所本庁舎３階市長会議室 

（出席者） 横山委員、斉藤委員、張江委員、花田委員、 

岡部委員、渡邊委員、今田委員、田辺委員 

〔事務局〕 政策経営室 表室長、中川主幹、布施副主幹、渡邊副主幹、 

佐々木主事、 

地域振興課 川野まちづくり推進係長 

〔傍聴者〕 １名 

1 開 会 

(政策経営室主幹） 

それでは、ただいまより第１０回稚内市自治基本条例審議会を開催いたします。 

本日、４名が欠席となっております。よろしくお願いいたします。 

(会 長) 

今日が第１０回目の審議会です。『情報共有』『協働・参画』の最も自治基本条例 

の核心となる部分については、ほぼ 90％以上進んできたと思います。 

本日は『コミュニティ』 、 『市長の責務』について検討していきたいと思います。 

審議に入る前に、事務局から今後のスケジュールについて説明していただきたいと 

思います。 

(事務局） 

次回審議会を 10 月 3 日に行う予定です。内容については、今回と同様、条例項 

目の審議です。 
10 月 13 日が最後の審議会になります。これまでの審議結果内容に基づいて、事務 

局で条文案作成したものを提出いたしますので、それを修正していただきたいと考 

えております。 

それを受けて、10月 16 日市長に審議会案を答申する予定です。 

それから、確定はしておりませんが、以前からおはなししていましたように、今ま 

でワークショップに参加された方の意見が、この条例にどのようなかたちで反映さ 

れたのかをご報告するためにワークショップ会議を、それと同じように、市民全体 

に出来上がった条例の原案を周知し、条例案について色々意見をいただくためのフ 

ォーラムを、11月 3日または 11月 19 日開催したいと考えています。
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(会 長) 

ありがとうございました。 

あと２回、 『市長の責務』 、 『市民の権利・責務』 、 『コミュニティ』などの項目審議 

を行いたいと思っております。 

その審議を踏まえ、事務局で条文を整理、作成していただき、この審議会でそれを 

議論するというかたちになります。 

『情報共有』 、 『参画と協働』について、皆さんから出された要望や意見に基づき、 

現在事務局で条文を作り直す作業をしていますが、そちらは一括して 10月 13 日の 

審議会に提出していただきます。 

２ 審議事項 

（１）条例項目に盛り込む内容・考え方 

(会 長) 

条例項目の審議の前に、確認事項が２点あります。 

１点目は、〇〇委員から定住外国人に関しての質問です。 

２点目は、前回『参画と協働』の中の「協働の推進」で、「市民相互の問題、活動す 

る団体同士の問題」をどのように文章化するか、〇〇委員に条文案の作成をお願い 

していた件です。 

では〇〇委員から、質問をお願いいたします。 

(委 員) 

『住民投票』の「発議・請求」部分で、発議者は「市の議会の議員及び長の選挙 

権を有する市民」 となっている。 そうすると、 定住外国人は投票する権利はあるが、 

発議者にはなれないということになってしまうのではないでしょうか。 

（事務局） 

その通りです。 

(委 員) 

投票できるのであれば、発議者になってもよいのではないでしょうか。 

(会 長) 

地方自治法上で何かあるのでしょうか。投票権はあるけれど発議者にはなれない 

というのが一般的ですか。
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岸和田市の場合、発議者に定住外国人も入れていますが。 

(事務局) 

地方自治法では直接請求の権利者は、 「市の議会の議員及び長の選挙権を有する 

者」となっております。発議は自治法の直接請求に基づくとしておりますので、定 

住外国人は除かれることになります。 

(会 長) 

むしろ、岸和田市の場合は例外ということですか。 

(室 長) 

ただ、そうなると投票権がどうしてあるのか、という話になってしまいますね。 

一般的には、発議者になれないなら投票資格者にもなれないというのが普通ではな 

いかという気がします。 

(会 長) 

地方自治法の直接請求を住民投票に置き換えるかたちで準用すると、定住外国人 

は除かれるということですね。 

(室 長) 

投票についてはある程度広くしていますが、発議者のところはある意味では範囲 

を狭くしている。 

これが妥当かどうかということは、意見が分かれるのではないでしょうか。 

(会 長) 
10 月 13 日に事務局で作成した条文が提出されますので、そのときに、もう一度 

議論していただきたいと思います。 

また、『住民投票』についても、歯切れが悪いというか、分かりづらい部分がありま 

したので、修正していただくことになっております。これについても 10月 13 日に 

提出していただくということでよろしいですか。 

(事務局) 

これは重要な部分ですので、定住外国人を発議者にするかどうか、審議会として 

の考え方を決められたほうがいいのではないでしょうか。 

(会 長) 

そうですか、では話し合いましょう。
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岸和田市のようなかたちで、発議者に定住外国人も含むのか、それともあくまでも 

地方自治法の直接請求の規定を準用していくのか。 

(委 員) 

投票はできるけど、発議できないというのは片手落ちで、その他の部分では同じ 

市民として扱っているわけだから、ここだけ差別するのはどうかと。 

地方自治法と自治基本条例のどちらに優先順位があるのかわからないですが。 

私は両方の権利があってしかるべきと思います。 

(委 員) 

定住外国人が住民投票をする場合、案内などはすぐ出るものなのですか。住民票 

を持たない方に対する案内というのは、どのようにされるのでしょうか。 

（事務局） 

基本的に外国人登録をしていれば把握はできます。 

(委 員) 

住民投票の投票資格者も、16 歳とか 18 歳に色々替えることができるという選択 

をこの審議会でしたので、できれば定住外国人に対する選択も出来るようなかたち 

にしていった方が、筋は通るのではないでしょうか。 

（事務局） 

条文を作成していて思ったのですが、住民投票できる年齢は別途個別の条例に任 

せているのですから、それであれば同様に、定住外国人も個別の条例に任せてもい 

いのではないかと個人的には思います。 

(室 長) 

常設型でない場合は、ほとんど詳しいことは条文で語っていないというものが多 

いですよね。発議も投票も、詳細は個別の条例に任せて、基本条例自体ではあまり 

語っていない。 

(会 長) 

自治基本条例自体が新しい試みですから、何から何まで最初から完璧ということ 

にはならないと思います。経過を踏まえ、新しく盛り込んだり、数年先に見直した 

りすることが可能ですので、最初のうちは無難な線で抑えるということもできると 

思います。
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(委 員) 

個別の案件の投票資格者に定住外国人をいれるかどうかという問題は別な条例に 

任せられても、発議者自体はここで確定させなくてはいけないと思います。でも、 

ここで発議者に定住外国人をもし入れるということになれば、当然投票権もあって 

しかるべきなので、別の条例に任せるという話にはなっていかないですよね。 

(会 長) 

基本的には一般的な個別型の場合、発議者に定住外国人を含むか含まないかは書 

いていないことが多く、そのような曖昧なものではダメだと考えるか、最初は少し 

曖昧かもしれないが、 見直しをするときに補っていく、 とするのかということです。 

(委 員) 

曖昧なままでいった場合には、定住外国人には発議権はないというわけですね。 

(会 長) 

そうです。どうしてもそうなりますね。そういう面では曖昧でないのかもしれな 

いです。どうでしょうか。 

(室 長) 

個別条例に任せる、というのは最近多いです。 

太田市は、まさしく曖昧にしていて、発議も「市長は、より多くの市民が発議でき 

るよう住民投票の制度を定めます」としか言っていません。そして「投票権者、投 

票結果の取扱い等を規定した別の条例を定めます。」となっています。 

(会 長) 

大和市は、 「本市に住所を有する年齢層 16 歳以上の者」を発議者にしています。 

ですから定住外国人も含むということですね。岸和田もそうです。多摩市はちょっ 

と曖昧にしています。奈井江町は一切書いていないです。 

(室 長) 

「住民投票ができる」ということだけを定めているところもあります。 

稚内市の場合、少し深く中に入りすぎたため、〇〇委員がおっしゃったような矛盾 

点が露呈してしまうような話になってしまうのかと。 

個別型にしては少し入り込みすぎなのかという気がします。
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(委 員) 

事務局の言うように、地方自治法を尊重するというということが、自治基本条例 

の 1つの柱になっていくと思います。 

住民が見てわかりやすい条例をつくることが 1 つの方法論とは思うが、場合によっ 

ては地方自治法を重んじて、難しい条文になってしまうこともあると思います。 

(委 員) 

定住外国人を発議者の中に入れることによる不都合は何ですか。 

(会 長) 

これまでの住民投票に関する色々な情報を見たときに、定住外国人を発議者に含 

めても、おそらく不都合はさほどないとは思います。 

ただ、住民投票を自治基本条例に盛り込むというのは全く新しい試みですから、そ 

ういう面で言うと投票権はあるが、発議の方には何も規定していないというケース 

が多いということです。 

(室 長) 

多分、稚内では不都合はないと思います。 

人口一万、二万人のところに何千人もの定住外国人いるような町で、定住外国人の 

方も直接請求をするとしたら、自治の尊厳に関わる問題が起きてくるということで 

はないか。 

(委 員) 

定住外国人の方と日本人の間に何らかの利益相反の事情がある場合に、というこ 

とですか。 

(室 長) 

そこまで外国人に地方自治法上の権利を認めるのか、ということですよね。 

確かにそれも民主主義なのだとは思いますが、そこまでを自治というのは想定して 

いるのかと。請求と投票は少し違うのかという思いはあります。 

(委 員) 

突き詰めて考えていくと、なぜ定住外国人に市長や議員の選挙権がないのか、と 

いうことになり、それに対して何か不都合があるのかといわれると具体的にないと 

はいえないが、室長の言うような考えはでてきますよね。
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だから地方自治法では含めないという話なのでしょうか。 

(委 員) 

法律のことはよくわからないので私が勝手に思っていることなのですが、首長や 

議員は一定の長期的な判断のもとでものごとを決めていくというのが基本だと思い 

ます。民主主義のシステムからいくと、そもそも住民投票というのは原則的に要ら 

ないと思っています。 

ではなぜ住民投票が必要かというと、 全体を見てある一定の時間幅の中で考えると、 

住民は、首長や議員にお願いして間接民主制でやっていくのだけれど、この 1 つの 

問題に関してはこの人たちと違う、ということが起きた場合に、いわば特例として 

別に考えてやりましょう、というケースのみ住民投票が起きてくるのだと私は考え 

ています。 

ですから、例え定住している外国人であっても、首長や議員の選挙から除外すると 

いうのは、ある程度の時間幅というところにあるように思う。 

そういった意味で外国人を除外してあるので、もしも 1 つのテーマについてのみ問 

うということになった場合には、その方たちに権利を広げたからといって、何か問 

題があるかというのがよくわからなかった。 

先ほど、室長からのご説明で私が連想したのは、高度経済成長期後半あたりから増 

えた新規者と元からの人たち（たとえば、団地に新しく移ってきた人と、もともと 

そこに住んでいた人たち）の対立と一緒に考えていいのかどうか、悩んでいたとこ 

ろなんです。 

住民投票が私の理解のとおりであれば、別段不都合がないのではないかという気が 

するのですが。 

(委 員) 

発議段階から請求権もあっていいのではないか、ということですね。 

(委 員) 

そうです。あくまでも個別のことに過ぎないのですから。 

それに対して、個別のことのように見えるけれど、実は全体にかかわる問題なので 

ダメですという議論があれば、個別の問題かそうでないかということを決めて投票 

すれば済む話です。 

(委 員) 

日本は島国なので外国人には慣れていないが、日本から外国に移住した人は結構 

いると思います。逆の立場で考えたら、自分で税金を払っている以上は公平さとい
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うのは必要かと思います。 

(会 長) 

わかりました。論理性を追求するのであれば、定住外国人を発議者に入れたほう 

がいいという意見が多いですね。 

定住外国人を、発議者にも、住民投票の資格者にも含めるという形で、事務局で作 

ってください。 

それではもう一点、〇〇委員にお願いしていた件ですが、「市民同士」や「活動団 

体同士」の相互の協働について、文言を考えてきていただきました。 

資料がございますので、ご覧下さい。 

前回の「協働の推進」の事務局案条文第 1項のあとに、第 2項「市民はまちづくり 

の活動をするにあたっては他の市民が容易かつ積極的にその活動に参加できるよう 

配慮します。 」という案が提起されました。 

いろいろ考えさせていただきましたが、これはこれからやる『市民の責務・権利』 

に入る項目なのかと思い、〇〇委員の考え方を踏まえて事務局案を作っていただき 

ました。 

事務局案は、次のとおりです。 

（協働の推進） 

第〇条 略 

２ 市は協働によるまちづくりを推進するため、 市民同士及び団体同士が相互に協 

働できる場の提供と機会作りに努めます。 

市民同士や団体同士の協働に関しては『市民の責務・権利』に入れるかたちにさ 

せていただきたいのですが、どうでしょうか。よろしいでしょうか。 

(委 員) 

ここで言っている「市民」は最初の定義にあるように、団体等も全て含んでおり 

ますので、申し添えます。 

(委 員) 

コミュニティの話が出てきませんが。 

(会 長) 

それはこれからやります。コミュニティの議論をしたうえで、整理したいと思い
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ます。 

(会 長) 

それではこれから先は、項目の審議ということになります。委員長メモの第 3 回 

をご覧下さい。 

メモ６番目の『コミュニティ』について審議したいと思います。 
(1)、(2)は第 2 回の委員長メモにも入れていましたが、新たに、(3)として、 「まちづ 

くり委員会」の扱いをどのようにすべきか。町内会やボランティア団体と同系列で 

議論できるものなのか。 
(4)として、コミュニティで 1つの項目を起こすのが適当か、それとも『参画・協働』 

に入れるほうがよいのか。 

その際、 町内会やボランティア団体やNPO 法人というのは皆さんお分かりと思い 

ますが、 「まちづくり委員会」というものについては稚内市の特殊性があり、どうい 

うものなのかということを私自身もしっかり把握できておりません。 

審議会メンバーの方の中にも詳しくないという方がいらっしゃると思うので、先に 

「まちづくり委員会」について、担当職員から説明していただきたいと思います。 

(まちづくり推進係長) 

「まちづくり委員会」について、説明させていただきたいと思います。 

審議会の皆さんは稚内市民ですから、全員、まちづくり委員会についてご存知か 

と思いますが、なかなかその活動が知られていないという部分もありますので説明 

させていただきたいと思います。 

稚内市はご存知のとおり、町内会が地域コミュニティの地縁的組織として昔から 

色々な活動をしてきました。ただ、社会情勢の変化や居住地域の変化により、なか 

なか町内会の活動が立ち上がらなくなっているところもある、ということが背景と 

してあります。 

今までは、財政的な部分にある程度余裕があり、きめ細かい行政サービスを市役所 

として住民の皆さんに提供してきたのですが、近年、財政状況が悪化し、そうした 

サービスができなくなってきています。 

また、今、地方分権の名のもとに、道から権限が移譲されてきています。北海道か 

ら稚内市ということであれば、当然その区域内の稚内市においても、地域内分権と 

いうものが必要になってくるであろうという考えのもと、まちづくり委員会が平成 
12 年に誕生しました。
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目的は、①地域住民自らが自治の課題に取組み、議論して問題解決にあたる、② 

市民の主体的な活動に基づいて行政と共に市政を促す、③今までの町内会とは違う 

もう少し範囲を広げた地域住民の交流の場、 ④地域住民と市職員の交流の場、 です。 

市職員の交流の場というのは、この「まちづくり委員会」には 1 つのまちづくりに 
5 名の市職員が担当職員として参加しているということです。 

この 4 つの目的で、町内会の協力を得ながら準備会を立ち上げ、平成 12 年 7 月 

に初めての「まちづくり委員会」が誕生して、現在合計 15の「まちづくり委員会」 

があります。 

区域については、概ね中学校区を単位としてブロック分けし、ゾーニングしてい 

ます。中学校単位にしても面積が大きすぎるところは、もう少し小分けにしている 

ところもあります。 

委員については、 基本的に構成する町内会や関係団体からの推薦を受けた15名～20 
名の地域住民の方が委員として参加してさまざまな議論が行われています。 

そこに、さきほど申し上げた市職員の 5 名が加わっていますが、議論の中でその場 

で答えられない問題については持ち帰り、それぞれ所管の考えを確認し、次の「ま 

ちづくり委員会」 の会議で議論するというキャッチボール的な役割を担っています。 

現在、市内には約 70 の町内会がありますので、だいたい 4～5 の町内会が集合し 

てひとつの「まちづくり委員会」を構成していると考えていただいて結構です。 

今日は自治基本条例の審議会ということですので、地域担当制、担当職員の構成 

等については詳細は控えさせていただきます。 

役割については、目的とかぶる部分もありますが、①地域住民が主体的に課題を 

整理検討して意見調整を行い、地域の課題解決を進める。②地域住民と市職員の連 

携の場、③地域住民の情報交換の場、④地域住民の意見を行政に反映させる住民と 

行政の協議の場、⑤将来的には地域協議会としての役割を担うというかたちです。 

当初、 「まちづくり委員会」の根幹の役割や目的の議論が厳しい地域もありました 

ので、まずは委員会を作るということを第一に進めました。ですから②～④はある 

程度うまくいっています。 

しかし、 「まちづくり委員会」に権限や予算を与えられていない為、①の部分がうま 

くいっていないというのが実情です。 

70 町内会の中で、一番大規模は富岡町内会で 4,000 人あまり、少ないところでは
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5 世帯しかない町内会もありますので、そう言った意味からも規模が小さい町内会 

を何とか集合させてやった方が効率的、効果的なものになるのではないかというこ 

とです。 

市では、それぞれの町内会には町内会館がありますが、 「まちづくり委員会」のよ 

うな組織にも活動する場が必要であろうと、今、15 の「まちづくり委員会」にそれ 

ぞれ活動拠点施設を整備しようと計画しています。 

「地域活動拠点施設条例」 を制定し、宝来地区に昨年 12 月新しく市営住宅を建てた 

際、そこに初めての活動拠点センターをオープンさせています。 

また、現在、東地区に 2 番目の地域拠点センターを建築しています。ここは、学童 

保育所と児童館とコミュニティの三つを活動拠点として整備しています。 

基本的には生涯学習活動の拠点施設や、校外活動・高齢者の憩いの場、市役所業務 

の支所的な機能を持つということが資料に書いていると思いますが、まだ支所的な 

機能は有しておりません。 

管理運営については、 「まちづくり委員会」を中心とした管理運営協議会を設立し 

ていただき、そこを指定管理者として管理運営をしてもらっています。 

市の委員会活動への支援については、予算を「まちづくり委員会」にお渡しして、 

自由に使っていただくのが本来の趣旨ではありますが、 当初、 すぐ活動できる地域、 

そうでない地域があり、当面、委員会活動が軌道に乗るまでは活動した部分に対す 

る経費は、おおむね 10万円の範囲で市が直接支払することにしています。 

それから、 「まちづくり委員会」や町内会に対し、助成が受けられる制度がありま 

すので、これを利用して、昨年、大黒・末広地区の「まちづくり委員会」が申請者 

となって、遊具の設置などを行うなど、市が窓口となり「まちづくり委員会」と協 

議しながら事業をおこなっています。 

この他、 まちづくりセミナーの開催等、 年 2～3回講演会やワークショップ等を実施 

しています。 

今後の取り組みとして、この審議会でも協議しているコミュニティ構想の策定と 

自治基本条例の制定の研究、 地域協議会の位置付けへの検討･研究など行っていきま 

す。 

任意団体的な考えでいくと、本来の目的が果たされないので、権限や予算が必要と 

いうことを今後検討していかなければならないと考えています。 

また、当然「パートナーシップによるまちづくり」という市政執行方針があります 

ので、行政と住民の役割分担をはっきりさせなければならないとか、予算執行権限
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の移譲の研究についても、それぞれまちづくり委員会とともに進めていかなければ 

ならないと思っています。 

しかし、現状ではそれらの取り組みが進んでいるのかというと、そうとも言えな 

くて、現在の具体的な活動は、一般的には植樹などの花いっぱい運動、ごみ拾いな 

どのクリーン作戦、冬期にはアイスキャンドルで市内を飾るなどしています。 

また、「まちづくり委員会」 でパークゴルフ場を管理運営しているところもあります。 

そのような中で、本来的な部分をなかなかやっていけないというのも実情です。 

最もネックになっていることは、 現在ある 70 の町内会のうち、 3つの町内会が 「ま 

ちづくり委員会」に参加していません。全部の町内会が参加できるよう働きかけて 

おり、何とか理解していただけるのではないかという感触を得ています。 

以上、 「まちづくり委員会」についての説明をさせていただきました。 

(会 長) 

ありがとうございました。皆さん、質問等があればお願いします。 

地域担当職員というのは、普段は市役所内で仕事をしている方たちが、公募で時間 

を割いてまちづくり委員会の仕事をしているのですか。その時に、どこの課からも 

応募できるのですか。また、どれくらいの時間が取られるのですか。手当は出るの 

ですか、それともボランティアですか。 

(まちづくり推進係長) 

誰でも公募できますが、市立病院の技術者等は勤務の関係上難しいので、一般行 

政職の職員が中心です。 

この審議会のように、仕事が終わってから「まちづくり委員会」の会議に参加して 

いますし、イベント等についても休日が多いので、自分の仕事を休んで参加すると 

いうわけではありません。 

手当については、基本的に業務の位置付けがあるので、平日の夜の会議については 

時間外手当が出ます。休日のイベント参加についてはボランティアです。 

(会 長) 

地区長や副地区長は、地域担当職員がなるのですか。 

「まちづくり委員会」と町内会との関係は、重層的で微妙な関係になると思います 

が、町内会の方がまちづくり委員会より大きいということははないのですか。 

(まちづくり推進係長)
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地区長や副地区長は地域担当職員の中のリーダーという意味で、 「まちづくり委員 

会」には他に会長がいます。 

町内会の方が 「まちづくり委員会」 より大きいというところはありません。 ただ、 

町内会と「まちづくり委員会」が全く同じ区域は一ヶ所あります。 

(会 長) 

町内会の中で、 「まちづくり委員会」に参加しない地区があるということは、何か 

特別に町内会としての方針があるということですか。 

(まちづくり推進係長) 

町内会が、今まで地域で色々な活動をしっかりしているため、まちづくり委員会 

は必要ないというような意見だと思います。 

(会 長) 

資料にある「町内会の抱える問題」というのも結構厳しいですね。 

「役員のなり手が少ない」 、 「顔ぶれの固定化・高齢化」、「町内会の構成員の減少」 、 

「活動のマンネリ化」などがあげられていますが。 

(まちづくり推進係長) 

稚内の場合は、基本的に町内会費だけで運営していること、葬儀による収入源が 

斎場ができたことにより減少していることや人口減による会費の減少などの理由で、 

財源的に厳しいということがあります。 

また人的に厳しいということが挙げられます。 

人口が増えてきている地区もありますが、なじみの薄さなど町内会本来の目的が薄 

まってきているのも事実です。 

(会 長) 

ありがとうございました。 

今日のご説明を聞いてかなりわかってきたが、一般的に他の自治体にはこのような 

ものはないので、私の委員長メモでは、論点として「まちづくり委員会をどのよう 

に扱ったらよいのか」ということをあげています。 

では、 「まちづくり委員会」も含めて、『コミュニティ』をどう議論していったら 

よいか、論点は、①コミュニティの定義が必要なのかどうか、②コミュニティ活動 

を具体的に書くのが良いのか、書くとしたらどこまで書くのか。抽象的に書くので 

あれば、「コミュニティの自主性、自立性を尊重します。」「地域社会の中でコミュニ
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ティは非常に重要な役割があります。」といった表現になるかと思いますし、具体的 

に書くのであれば、防災・防犯・子育て・高齢者の安全･高齢者の介護等も含めて書 

いくことになるのではないかと思います。 

また、市の果たす施策についても書くのが良いのか、③まちづくり委員会の扱いを 

どのようにすべきか、 町内会やボランティア団体と同系列で議論できるものなのか。 

④ 『コミュニティ』 で 1つの項目を起こすのが適当か、 そこで先ほどの 「市民相互、 

活動団体相互」の問題が出てくると思います。 

コミュニティはワークショップでも議論していますので、参加された委員さんはそ 

のときの議論も含めて、ご意見をお願いいたします。 

(委 員) 

根拠もなくて、私の思いだけなのですが、『コミュニティ』という1 つの大きな章 

立てで、ぜひ入れてほしいという願いがあります。 

それから①の定義について、仮に団体の活動内容が直接そのまちづくりに関わらな 

くても、多様なコミュニティの活動というのは住民の間では非常に大切なものだと 

思います。例えば、スポーツ団体を主催しているグループやサークル活動なども含 

めて、市民活動というくくりで、細かい定義ではなく大きな単位で表現できればい 

いと思います。 

それがもし許されないということであれば、 「市のまちづくり委員会や町内会・ボラ 

ンティア団体などその他の市民活動」ということでくくっていただければと思いま 

す。 

(会 長) 

大項目で取り上げて欲しいということと、スポーツ団体、親睦団体やサークル活 

動も含めて、多様なコミュニティ活動という表現をされた方が良いというご発言で 

した。他にありますか。 

(委 員) 

今の意見に大賛成なのですが、コミュニティといわれたときに、一体何が入って 

何が入らないのかがわからないのです。 

(会 長) 

広く定義するか、狭く定義するかだと思います。 

(委 員) 

入らないものが想定されるような定義のしかたではなく、およそ活動団体全部が
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入るという趣旨で『コミュニティ』を定義づけるのであれば、私はその方がいいと 

思います。 

(会 長) 

具体的に定義をするとしても、「なになになど、地域社会の中で活動しているさま 

ざまな諸団体」という表現になると思います。 

昔は親睦活動団体というものがコミュニティのメインでしたが、今は色々な新しい 

課題への取り組みがされています。 「なになになど」というところに、防犯や防災、 

高齢者の安全など具体的にいくつも入れていったほうがいいいのかどうか。 

(委 員) 

およそすべての活動団体が「コミュニティ」として称されるとすれば、それは重 

要なものなので 1 つの項目立てをすることは大賛成ですが、いきなり「コミュニテ 

ィ」という言葉がここで初めて出てくるのが妥当なのか、それとも今まで議論して 

きた部分にも「コミュニティ」という言葉を入れ込んでいくべきなのか、その辺も 
1 つあると思います。 

(会 長) 

そうですね。それで、「市民参画」や「協働の推進」の中に入れ込むことが多いと 

思うのです。 

(委 員) 

詳細をここで項目立て入れるのは大賛成なのですが、 「コミュニティ」という単語 

がここで唐突に出てきて項目になってしまうと、今までの議論と隔絶したものなの 

かという印象を与えかねないか、という気がするので。 

「コミュニティ」が、あくまで今までの議論の中で特に重要だから取り上げている 

という趣旨であるなら、言葉として前半に入れていったほうがいいのではないかと 

思います。 

(事務局) 

市民の定義を、 「また活動する団体と～」と入れていますので、コミュニティを含 

めたかたちとなっていると思いますが。 

(委 員) 

とは思うのですが、活動する団体と「コミュニティ」を敢えて言葉で分けている 

意味がわからなくなってしまうので、そうすると定義の中で「コミュニティ」と入
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れたほうがいいのかという気もしてきますし。 

(室 長) 

定義で規定しているところはありますよね。こういうものですという。 

(委 員) 

唐突に言葉が出てくるのでどうなのかなと。 

(委 員) 

前文の最初の議論の中で、三原則をうたいましたよね。それを補完するのに「コ 

ミュニティ」というのが解説に入っているのですが、本来は四原則のようなかたち 

で「コミュニティ」を入れるのが一番わかりやすいという気はする。 

しかし、そういう議論にはならなかったので、 「コミュニティ」の項目はここだけ、 

というのはキツイというのはあります。 

(委 員) 

重要な役割を果たしているものなので、ここであえて大きくピックアップすると 

いうかたちはいいと思いますが、突然出てくると今までと違うものなの？と思うの 

ではないかと。 

(会 長) 

総則の中の定義、「まちづくり、市民、市、参画と協働」の中に、「コミュニティ」 

も入れるというのはどうですか。 

(委 員) 

そうですね、総則の中で定義づけるというのがいいです。 

(会 長) 

定義はしないで具体的な活動の中身に入ってしまうというかたちもありますが、 

定義したほうがいいわけですね。 

(事務局) 

ニセコ町などは、第５章のコミュニティという中で、「コミュニティとは、町民一 

人ひとりが自ら豊かな暮らしを作ることを前提としたさまざまな生活形態を基礎に 

形成する多様なつながり、組織及び集団」と定義しています。
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(会 長) 

こういう定義を必要とするのかどうかということです。つまり、抽象的なものを 

書くのが良いのか、活動の中身に則して書いていった方がいいのか、ということで 

すね。 

遠軽町は、ニセコ町のような書き方ではなく「コミュニティの充実」となっていま 

す。岸和田市は「自主的な地域における市民の活動」をコミュニティ活動といって 

います。「コミュニティ」の定義はしないで、「コミュニティ活動」に直接いってい 

ます。 

大和市のように、「「お互いに助け合い地域の課題に自ら取り組むことを目的として 

自主的に形成された集団」が地域コミュニティであるとして、市民はこれを「自治 

の担い手であることを認識し、守り育てる」としています。 

多摩市は、「コミュニティとは、市民が互いに助け合い、心豊かな生活を送ることを 

目的として、自主的に結ばれた組織」と定義しています。 

どちらがよいのでしょう。つまり、委員長メモはその辺を意識しているのですが、 

コミュニティ活動を具体的に書いていくことがいいのか、コミュニティの定義をす 

ることがいいのか、ということですね。 

(委 員) 

私の考え方にピッタリくるのはニセコ町です。ただ、コミュニティの解説部分が 

ここに入っていいのか、それとも総則の中で説明したらよいのかということはまだ 

わかりません。 

(委 員) 

社会学の世界の言葉遣いなので申し訳ないのですが、 「コミュニティ」というのは 

日本語にすると「共同体」か「地域社会」の訳しかつかないのです。町内会は微妙 

ですが、ボランティア団体も老人クラブも「コミュニティ」という言葉と対させる 

と「アソシエーション」になるわけです。 

「アソシエーション」とは繋がるという意味ですから、個人がいて個人が繋がって 

出来上がっている団体であり、 「コミュニティ」というのは、もともと個人が選ぶと 

か選ばないとかではなく、そこにいるものという意味です。 

日本で積極的に使われるようになったのは、地域社会という言い方をしていたので 

は成り立たない要素が出てきてしまったからです。高度経済成長期に従来まとまっ 

ていた地域社会がまとまりを持てなくなってきた。 

その中で、「コミュニティ」という言葉に二重の意味合いを持たせてきたと思うので 

す。1 つには「作り出していこう」という目標としてのコミュニティと、もう 1 つ 

は「地域社会」という意味です。
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ですから、先生が挙げていらっしゃるのは、おそら「コミュニティ活動」としてこ 

ういった「アソシエーション」を含むという意味なのだと理解をしています。 

「コミュニティ」の定義をあえてしてしまうなら、二重の意味合いのうち、「目指 

す」という要素を非常に強く出す以外に定義のつけようがないはずなのです。自主 

的にやっていきましょうという方向なので。 

私の感覚でいくと定義をするものではないと思いますが、 「コミュニティ活動」にポ 

イントを置いて、その活動をいかに充実させていくかというところに論点をおくと 

いうのが、私は一番いいことだろうと思います。 

社会学では通常「コミュニティ」と「アソシエーション」は分けていますので、「ア 

ソシエーション」 が何らかの形で重なったり繋がっているのが、「コミュニティ活動」 

なんですね。 

もうひとつは、まちづくり委員会について、今日初めてこういうことだったのだ 

と思ったのですが、稚内市がまさにコミュニティを形成していこうとするためのコ 

ミュニティ活動の中で一つの軸としてきたもの、と理解していいのですね。 

だとしたら、 「まちづくり委員会」を町内会などと同列ではなくて、もっと中心に置 

くようなしかたで、なおかつコミュニティ活動として先ほど言われたようなスポー 

ツ団体や、親睦団体等も含めて書くが、「まちづくり委員会」の実績とかたちを軸に 

したようなコミュニティ活動として書かれたらいいという印象を持ちました。 

(会 長) 

「まちづくり委員会」はむしろ稚内市の独自策であり、それがコミュニティ活動 

の軸になる書き方をしたほうが良いのではないかということですね。 

(委 員) 

北海道に限らず、町内会活動の中心はほとんど高齢の方ですよね。 「まちづくり委 

員会」のようなものは作りようがなく、モニターになってもらえる諸団体も見つか 

らないので、町内会がいわば行政の下請けのようなかたちで維持しているが、実情 

は先ほど説明にあった通りだと皆知っている。 

そのような中で、何とかコミュニティを作っていこうということだと理解していま 

す。そのような意味でも、「まちづくり委員会」を中心においていいような気がしま 

した。 

(委 員) 

私は条例の項目と内容の検討の段階で、できれば『参画・協働』の中に「コミュ
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ニティ活動」を入れたほうが、市民の方は理解しやすいと思っていました。 

しかし、 「コミュニティ」の定義づけするということになると、 『まちづくりの基本 

原則』 、 『総則』のなかに織り込むのが 1つの方法だと思います。 

「コミュニティ」は、私共素人は「地域社会」という意味に捉えており、そこに住 

む人たちの連帯性や仲間意識というものがひとつになって初めて、コミュニティ活 

動というものがうまくできるようなしくみだと考えています。 

町内会は地域社会に大きな存在感を持つものだと理解はしていますが、それ以外に 

も NPO 法人や老人クラブ、スポーツや文化の団体、奉仕団体があり、そのような 

団体も当然そこにはいってくるであろうから、たくさんありすぎて定義づけをする 

のは大変だと思います。定義づけすることが 1 つの理想だとは思いますが。どうし 

たらよいか、今、考えています。 

(委 員) 

「コミュニティ」を定義するといっても、例示したり分類したりしかできないと 

思いますので、どんな団体であれ市民としてお互いに協働していくわけですから、 

「コミュニティ」だけを独立させるとなると、よほど丁寧な説明をしないとこれを 

理解させるのは非常に大変なのではと思います。 

また、 「まちづくり委員会」については、 「70の町内会を一度解体して再度集合させ 

ようということになると、 それぞれの地域のエゴが出てくるので、 上から 15の枠を 

かぶせて、今まで 70の手間をかけ行政サイドから案内が出ていたものが 15で済む 

という分類のしかたを考えるのも 1つの方法だ。」と前にいわれたことがある。なる 

ほどと思いました。 

ですから、同系列に扱ってもよろしいのではないかと。確かにまちづくり委員会 

は活動内容やスケールが大きいものですが、そこにあるのは各町内会でやっている 

こと、例えば葬儀終了時の寄付であるとか、広報紙の配布手数料であるとか、要は 

自主財源がないわけで、皆さんが自主財源を持ち寄ってやってくるわけですから。 

となれば、同じ扱いをしていいのではないかと思います。 

(委 員) 

何かの団体に入っても、横のつながりがないので独自性が強くなりすぎるという 

か、まち全体の中のイベントとなりつつあっても何か消化不足という感じがしてい 

ます。そういう意味では、 「まちづくり委員会」など束ねるものがあったら、もっと 

効果的なイベントになるのではないかと思っていました。 

せっかく市職員も入って実施している「まちづくり委員会」があるのに、一般の 

市民にはあまり知られていないと思うので、 もっと活用したほうがいいと思います。
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(委 員) 

私も、 「まちづくり委員会」が稚内市独自のものであるならば、出すのはいいので 

はないかと感じました。 

(会 長) 

どうしましょう。まず、 「まちづくり委員会」のほうからいきますと、これは町内 

会やボランティア団体等と並列するのではなく、むしろ先に 1 つ出したほうがいい 

のか、並列的に他のコミュニティとして書いた方がいいのか。 

非常に判断が難しいです。 

稚内のオリジナルだから前面に出す方がいいのか、逆にあまり一般化できていない 

部分なのでそれはどうなのか、という両方の見方があります。 

(委 員) 

私が言いたかったのは、 「先に」というイメージではないです。前面に出すのは、 

色々な方々がやっているさまざまなコミュニティ活動だと思うので、それを真っ先 

に出すのが一番だと思います。 

ただ、その中に「まちづくり委員会」が横並びになっているのは不自然ということ 

です。「まちづくり委員会」というのは、何とか横のつながりをつけようと一生懸命 

努力していくということですよね。 

ですから、 「まちづくり委員会」はより良いコミュニティをつくるための資源とし 

て活用していく形で、軸になるような設定になるのではないかという意味です。前 

面に出すべきはさまざまなコミュニティ活動と思います。 

(委 員) 

私も「まちづくり委員会」は並列ではなく、どちらかというと町内会の上に位置 

するもののような気がします。 

(会 長) 

つまり並列ではないが、一般的な町内会などを先に書いた方がいいということで 

すか。 

(委 員) 

ちょっと難しいです。「コミュニティ」というと言葉の説明もある程度必要なのか 

という気がします。 「コミュニティ」って何なの？と思う人もいると思います。 

お年寄りなどもそうだと思いますが、感覚としてわかる人と、わからない人がいる 

と思いますので、言葉の説明は必要と思います。
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(会 長) 

ニセコ町のような抽象的な説明が必要ということですね。 

意見が色々と分かれておりますが、大和市はまさに「コミュニティ」に敢えて「地 

域」という言葉をつけています。まさに先ほど言われたように、地域社会を作って 

いきますというような、 「目指す」 ということをむしろ重視した表現になっています。 

そこまで書くのがいいのかというのもありますが。 

(室 長) 

これはお願いというわけではないのですが、今まで「まちづくり委員会」は市長 

が当選して以来、パートナーシップのまちづくり、市民参画のまちづくりを進める 

ための基本的な手段として提唱しているものです。 

当時は自治基本条例というものがなかったので、その中でまちづくりの手段として 

進めてきたものです。その過程で、まちづくり委員会条例を作ろうという話をして 

きたが、それが自治基本条例という話が出た段階で、どちらの条例も言っているこ 

とは住民自治ということなので一緒であろうと。 それであるなら、「まちづくり委員 

会」は自治基本条例の中でうたうという話になったのです。 

ですから、我々としてはまず前面に出して書いて欲しいという思いです。これまで 

のいきさつを考えると書かざるを得ないだろうといった話は議会でもしております 

し。 

「まちづくり委員会」が『コミュニティ』に入るのか、『参画・協働』の手段なのか 

といいますと、それは両方だと思います。今まで皆さんが論議しているのと多分同 

じことは、 「まちづくり委員会」でも議論されていることだと思います。 

(会 長) 

おっしゃることは分かります。まちづくり委員会を何らかのかたちで入れなけれ 

ばいけないと私も思うのですが、ただどこに入れるのかというか、純粋な意味のコ 

ミュニティになるのか、むしろ極めて新しくて今の市長さんのもとでまちづくりの 

一つの手段としての役割が非常に大きいとなると、一般的にこのコミュニティを定 

義してそこからうまく出していけるのか、ということもないわけではない。 

(委 員) 

今の市長のコミュニティに対する考え方だとか、実践している「まちづくり委員」 

会の推進に反発しているわけではないが、 先ほど説明の中にあったように 70の町内 

会の中には、その考え方の違いから「まちづくり委員会」に参加していない町内会 

もあると聞いているので、できれば「まちづくり委員会」だけ突出するかたちより
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は並列して大くくりの中の1 つという考え方の方が私はいいと思います。 

(委 員) 

政策的なものということですか。 

(委 員) 

現市長が選挙にでたとき、この「まちづくり委員会」が公約に入っていました。 

そして「まちづくり委員会」のもとに従来の町内会館ではない新しい地域センター 

を設置していくということがすでにうたわれていたので、現在、その実現に向けて 

動いているということです。 

(委 員) 

この条例自体もそのような意味合いがあるのではないですか。 

(会 長) 

自治基本条例は、全国的な流れで策定されていますから、問題はないですが。 

「まちづくり委員会」は、もう少し微妙なものがあるということですか。 

(委 員) 

ただ、せっかく平成 12年から培ってきたものであるから、大事にした方がいいと 

思います。そうしてだんだん良くしていけばいいのではないでしょうか。 

(会 長) 

例えば、誰が市長になっても「まちづくり委員会」は後退することはないと思い 

ますので、一旦できたものを止めてしまうということはならないと思います。 

ですから、自治基本条例の中に何らかの形で盛り込むことは必要だと思います。 

どういう盛り込み方をするのかということはありますが。 

(委 員) 

実情はわかってきましたが、理念的なことで言うと、私が知っている限りでは多 

くの自治体において、こういうものがほしいと考えており、何とか作りたいわけで 

す。 

理由は簡単で、町内会は高齢化の問題だけではなく、組織率が下がっているわけで 

す。一定の力も持っているし、それに賛同する人も確実にいるのですが、残念なが 

ら以前のような形でほぼ網羅できているわけではなく、入っていない人が変わり者 

という要素はどんどん下がってきている。
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そこで、 「一定の地区で、町内会の方々、それ以外のさまざまボランティア活動など 

の方々、そして市の職員も行政も、さまざまなかたちで関与して、とりあえず話し 

合いましょう、地域を作っていく場を確保して、何とかやっていきましょう。」とい 

うことをやりたいと、何年も前から言われてきたことですが、実際に形にはなかな 

かなっていない。 

そういう意味で、 「まちづくり委員会」は、稚内市という地域が持っている資源だと 

思います。 

資源は活用するのが基本で、実情はよろしくないことが仮にあったとしても、形に 

なって一定程度進んでいるのであれば、積極的に活用するという視点で盛り込むと 

いうのが、理念的にも妥当だと思います。 

コミュニティ活動の部分で、前面には具体的に町内会を含めたさまざまな例示が入 

らざるを得ないと思いますが、コミュニティを作り出していこうとするために、稚 

内市にはこのような具体的な資源があるという位置付けを明確に私はした方がいい 

と思います。 

(会 長) 

一般的な定義は必要ありますか。つまり、多摩市のように「コミュニティとは、 

～自主的に結ばれた組織」といったようなものですが。 

(委 員) 

私は最初に要らないと言いましたが、〇〇委員からおじいさんおばあさんはわか 

らないと言われると、最もだな思いました。 

(会 長) 

それでは、定義をするというかたちでよろしいですね。 

まず、どこに定義するのがいいのか、コミュニティの項目の中に入れるのか、総則 

に入れるのか。 

総則ではしょっちゅう出てくる「市民」や「まちづくり」は定義するということで 

した。 「参画」、「協働」についてはそうしょっちゅう出てこないですが、前文の中で 

も重要な役割を果たしているということもありますので、用語として入れたほうが 

いいということでした。 

同じようにコミュニティも『総則』に入れるという考え方でいいでしょうか。 

(委 員) 

是非、 「コミュニティ活動」とか「コミュニティ形成」という方向で、言葉の定義 

をしていただいた方がいいと思います。
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コミュニティはこういうものです、というのではなく、コミュニティという用法は 

「形成していこうよ」という意味合いであり、実際にその人たちがやっている活動 

全体を総称するとコミュニティ活動ということなので、コミュニティという言葉だ 

けの定義というよりはそういう方向性を持ったほうがいいと思います。 

(会 長) 

定義には「活動」ということを入れ込んだ形で、総則の中で定義するということ 

でよろしいですか。 

(委 員) 

今、〇〇委員がおっしゃったのは、定義する言葉は「コミュニティ活動」という 

話ですね。 単なる 「コミュニティ」 という言葉を独立はさせないということですか。 

(委 員) 

その方がいいのではないかと思います。 

他市の条文も「コミュニティ形成をしていこう」という意味合いですよね。ですか 

ら、「コミュニティ形成」あるいは「コミュニティ活動」という定義するという方が 

望ましいという気がします。 

「コミュニティというのはこういう意味ですよ」というよりも、 「形成」や「活動」 

で絡めた形の方が望ましいと思います。 

(会 長) 

それで伝わると思います。 『総則』の「定義」の中で、「コミュニティ活動」もし 

くは「コミュニティの形成」というかたちで定義することとします。 

事務局の方よろしくお願いします。 

次に、具体的な『コミュニティ』の項目についてです。 

(委 員) 

今の定義の話を前提とすると、こういった具体的な項目の中で、「コミュニティ」 

という言葉を使ってもいいわけですか。それともやっぱりそれは、「コミュニティ活 

動」として使ったほうがいいのですか。そこが「コミュニティ活動」を定義したと 

なれば、また「コミュニティ」と出てきてしまうとそれは何？ということになりま 

すよね。 

(委 員） 

コミュニケーションと一緒で、それには「伝える、伝達」という意味しかないの 

ですが、それがカタカナ語になったときに、多くの人が単なる伝達以上の意味をコ
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ミュニケーション、コミュニケートに持たせて使っている。 

繰り返しになりますが、コミュニティはもともと「共同体」という意味しかありま 

せんでしたが、近代になるにしたがい「地域社会」という意味で使われるようにな 

った。 

そして、 「地域社会」ではない「コミュニティ形成」という意味合いも持たせてで導 

入したところ、多くの人に使われるようになった。 

コミュニティという言葉が日本語になって定着して、公民館がいつのまにか「コミ 

ュニティセンター」になったというのは、単なる「地域社会」ということではなく 

「作っていこうよ」という意味合いを、おそらく多くの人たちも感じているからな 

のだろうと私は理解しているわけです。 

そのような意味でいうと、「コミュニティはこういうこと」など抽象的なことを書く 

よりは、より具体的に「防犯、子育て、親睦」などを具体的なことを書くことで、 

コミュニティ活動の動きのようなものが見えてくるので、そのほうがしっくりくる 

のではないか、と思っています。 

(委 員） 

たとえば、「コミュニティの自主性、自立性の尊重」といった言葉があるのですが、この 

場合も、「コミュニティ活動の自主性、自立性」といった使い方をするほうがいいのか、とい 

った問題なのですが。 

(委 員） 

「コミュニティの自主性」といったときに、何を指すのかよく分からなくて、英語では、お 

そらく「コミューン」の意味だと受けとめられかねない。 

「さまざまなコミュニティ活動の自主性を尊重する」ということであれば、そのように誤解す 

る人はいないと想います。 

(会 長） 

具体的に書いたほうがいいというご意見ですが、ほかの方はどうですか。 

(委 員） 

私は、「コミュニティ」ではなく、「コミュニティ活動」とするのであれば、具体的に書いて 

いったほうが、今、説明いただいた趣旨が生きるのではないかと思います。 

(会 長) 

「コミュニティ活動」という書き方をするのであれば、『協働と参画』のほかに、別途章を 

起こす必要があるのか、ということもあります。『協働と参画』の中に入れてしまってもいい
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のかどうか。 

(委 員） 

『参画・協働』は、ある種の意図性が入ってくるのだと思います。 

「コミュニティ活動」には、地域社会で行われるさまざまなこと、あらゆることが入ってくる。 

私が知っている限りでは、参画とか協働は「コミュニティ形成を意図的、積極的、主体的 

にやっていきましょう」という思いがある場合に使われている。 

「コミュニティ活動」には、親睦などあらゆるものが全て入るけれど、それを「コミュニティ形 

成」に持っていこうとするときに、参画や協働という問題が出てきて、そのときに「まちづく 

り委員会」は、コミュニティ形成していこうとするときの資源として位置付けられるのであれ 

ば、すごくいいなと思います。 

(委 員） 

『参画と協働』と『コミュニティ団体・活動』は、別個のものということですか。 

(会 長） 

別個のものではあるのですが、要するに「コミュニティ」として大項目をおこすか、『参画 

と協働』に入れるかということですね。 

つながりということを考えるのであれば、新たに大きな項目をおこすのでなく、『参画と協 

働』の中に入れもいいのかと思うのですが。 

(委 員) 

訳分からなくなってしまいました。 

「コミュニティ」には、団体という意味合いはないのですか。（ありません。） 

私の頭の中では、「コミュニティ」の意味が根底から崩れてしまいました。 

(委 員) 

もともと、「コミュニケーション」も「コミューン」も「コミュニティ」も語の幹は一緒で、分かち 

合っていたり分かり合ったり、分岐する以前の一緒の状態をいいます。 

だから、先ほども言いましたように、「コミュニティ」のもともとは、「共同体」という意味しかな 

い。地縁もあるが、血縁という共同体の意味が強かったのですが、やがて、血縁的な要素 

がどんどん薄くなり、その中で地域的な共同体という意味合いで、「コミュニティ」という言 

葉が「地域」という意味で使われるようになった。 

「コミュニティ」という言葉に「団体」という意味はなく、対で言うとそれは「アソシエーショ 

ン」ですね。アソシエーションの動詞はアソシエートで、その意味は「つながる・連合する」
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ということですが、つながるということが最初にあるのは不自然なので、「人がいて、人と人 

がつながって出来上がっているものがアソシエートされているもの」が、すなわちアソシ 

エーションということなのです。あくまで、個人で加入書を書いて入るとか、こんなところ嫌 

だからやめますというものなので、団体ということで言うと、そういう意味合いです。 

そういった団体があって、色々な活動をしているものは、すべて「コミュニティ活動」なの 

です。 

日本は、高度経済成長以前と以後とで社会は変わってしまい、コミュニティ的な要素を 

もっていた地域社会が、その要素をすごく減らしてしまった。 
1 つは、大都市部分では新しく来た人は顔見知りでないとか、地方と言われる地域は、若 

年、労働人口が流出し、全般的に高齢化していく中で、たとえばお祭りが出来ないとか消 

防団が形成出来ないといったことですが、コミュニティを支えていた人が少なくなった。 

お金があった時は、自治体が色々なことを肩代わりができたが、財政的にも潤沢でなくな 

ったときにどうするかというときに出てきたのが、具体的に「コミュニティ形成」をいかにして 

いくかということです。 

いくつか成功している例もありますが、結局は、市は仕事の一部を外に出して、比較的小 

さな行政となり、さまざまな団体がそれを肩代わりするというかたちで、住民活動が活発に 

なる。そのようにしてコミュニティ活動が順当に進んでいるということです。 

(会 長) 

ありがとうございました。ではこうしましょう。 

コミュニティ活動を担うものとして具体的に「町内会・ボランティア団体、NPO、老人クラブ、 

文化・スポーツ団体、など」で一項目とします。 

コミュニティ活動の中身ということで、具体的に「自治親睦」と「防犯・防災・子育て・高齢者 

の安全・介護」を入れるということでどうでしょう。 

「まちづくり委員会」については、どうしますか。 

(委 員) 

質問ですが、さきほどの「まちづくり委員会」レジュメの中に役割として「(5)地域協議会と 

しての役割（将来的に）」とありますが、「まちづくり委員会」が発展して「地域協議会」とな 

るとしたら、「まちづくり委員会」という言葉が消滅してしまう可能性がありますよね。 

(会 長) 

なるほど。「まちづくり委員会」という名前ではなくなるわけですね。 

(委 員)
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ですから、「かも」の話であれば、特定しない方がいいと。 

「まちづくり委員会」が生き残る年数と、自治基本条例が生き残る年数が、どちらが長い 

か、わからないが、あまり具体的に書かない方がいいと思います。 

(委 員) 

残らないかもしれないと考えていたら、きりがないと思います。 

(会 長) 

自治基本条例も見直し条項を入れますので、名称が変わったときには見直しをしても 

いいということです。 

ただ、「地域協議会」は、「まちづくり委員会」と全く別物になるわけではないですよね。 

(事務局) 

ここでいう「地域協議会」は、昨年自治法が改正されて「地域自治区、地域協議会を市 

町村の中で設置できる」ことになったという意味のものです。「まちづくり委員会」を発展・ 

解消してという意味ではありません。 

(会 長) 

将来的にわからないものは入れないほうがいいというご意見と、それを言ってはきりが 

ないというご意見がありましたが、他の方はどうですか。 

(委 員) 

私の頭の中では、「コミュニティ＝各種活動団体」という考え方があって、市民活動団体 

などもイコールでつながっている。 

教育委員会に生涯活動団体の登録制度というのがあり、その中に 200 以上の団体があり 

ます。町内会はもちろん、さまざまなサークルも含まれています。 

そういう既にある団体も含めてコミュニティ活動と捉えるなら、その中の 1 つが「まちづくり 

委員会」だという考え方が私にはあります。 

もし、それを明記するということであれば並列状態がいいと思うし、順番としては確かに大 

きな規模になるので最初にきてもかまわないという気がします。 

(会 長) 

どうしましょうか。並列で書いたほうがいいのか、別途書いた方がいいのか。それとも将 

来どうなるかわからないものは書くべきではないのか、の三択になりました。 

(委 員)
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例えば、コミュニティ活動を具体的に書いていく中では並列に扱っておいて、同じ条の 

中の別の項で、束ねる役割を今後の将来構想として挙げるのはどうでしょうか。 

今現在は、「まちづくり委員会」は想定している役割をまだ果たせていないわけですよね。 

将来的にはこのように機能させていくのだと、束ねていくのだというとこころを入れてはど 

うでしょうか。 

ただ、将来的な構想を書くとしても、反対している町内会もあるということに配慮するとした 

ら、「束ねる」ということを言っていいのかどうなのか、悩ましいところではありますが。 

先ほどの資源を活用とするという趣旨からいけば、「この『まちづくり委員会、このように位 

置づけて、将来的にはこういう役割を果たして、うまくやっていこうと努める」という構想を 

書く中で、「まちづくり委員会」をピックアップするのであれば私はいいかなと、思います。 

(会 長) 

どんな文章になりますか。 

(委 員) 

わかりませんが、ただ、そういう構想自体を書く必要があるのかどうかというのも 1 つある 

のですが。 

(委 員) 

きちんとやるのと、いつの間にか始まっていつの間にか終わってしまったということが、 

稚内市の場合、多いような気がする。 

せっかく始めたのであれば、辛抱強く頑張ってやっていきましょうよという気持ちも、私に 

はあります。 

この自治基本条例は、自分たちのまちをよくしましょうという意識だから、今、継続している 

ものは、なるべくこれからも続けていきましょうという気持ちを伝えてもいいと思います。 

(会 長) 

「まちづくり委員会」は並列でもいいということですか。 

(委 員) 

例えば、「町内会、まちづくり委員会、その他ボランティア団体、ＮＰＯ～」などと並列し 

て、名前が変わったら、見直し時に直せばいいと思います。 

(室 長) 

ずっと説明が足りないかと思ったのですが、自治基本条例の前から、「市民が自主的に 

市政に参画する、協働する」ための手段として「まちづくり委員会」があるわけで、認知度
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が低いといわれればそうなのかと思うのですが、自治基本条例と同じように高い理想を持 

っていますから、「まちづくり委員会」が語られないのであれば、我々としてはこの自治基 

本条例とは何なのかという思いです。 

(会 長） 

「参画・協働の手段としてのまちづくり委員会の積極的活用を進めていきます。 」 

という表現でしょうか。 

(室 長） 

「参画･協働を進めるためにまちづくり委員会を設置します。」ということになるのか、条 

文としてはちょっとわからないですが、まさしく思いとしてはそのようなところです。 

(事務局） 

先ほど意見にありましたが、「コミュニティ活動」を『参画と協働』に入れるかという点でヒ 

ントを出していただいたと思います。 

意図的か意図的でないかということで言えば、まちづくり委員会は「意図的」なん 

ですね。ですから「まちづくり委員会」は『参画と協働』の中でうたっていくのが 

いいのかなと思います。 

(会 長） 

『コミュニティ』に入れないということですか。 

(事務局） 

コミュニティ活動というのは、意図的でない活動、参画と協働は意図的な活動という説明 

でしたよね。そういう意味では「コミュニティ活動」と『参画と協働』とはちょっと違うというご 

意見だったと思います。 

(委 員） 

「まちづくり委員会」は、コミュニティ形成（活動ではなく）として意図的に行ってきたもの 

でしょうし、それを活用しない手はないということです。 

(会 長） 

コミュニティの中に「『まちづくり委員会』は、コミュニティ形成の重要な役割を担いま 

す。」と入れるということですね。 

(委 員）
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そうですね。 

(委 員） 

「まちづくり委員会」の理念とその活動を支えていくために、絶対必要なのがこの自治 

基本条例だということはよく分かって、それを支えようという気持ちは私にもあります。 

しかし、この地域に住む人間として考えたとき、「まちづくり委員会」や自治基本条例の有 

無にかかわらず、自分たちのまちを形成していこうと思う気持ちには変わりがなく、周囲 

に左右されることなく、自分達の活動はやっていくわけです。 

アイスキャンドル、ハロウィン、花いっぱい運動は、まちづくりに繋がっているかどうか 

は別の問題として、行政の意図することころとは全く別なところで発生し、活動しているも 

のです。そういったことが純粋な市民活動だと私たちは捉えるわけです。 

であるならば、その中の一つに「まちづくり委員会」があってもいいんじゃないか。純粋な 

市民活動の手助けになるなら、「まちづくり委員会」も利用しようということが、市民の側か 

ら見た「まちづくり委員会」の形になるような気がします。 

だから、「まちづくり委員会」が過大な組織として、束ねる力とか、影響力をもつ必要はな 

いと私は思います。むしろ、町内会やボランティア団体と並列でいいのではないかと感じ 

ています。 

(委 員） 

私は、まちづくり委員会は単純な市民活動ではないと思います。 

(委 員） 

行政活動ですよ。 

(委 員） 

ちょうどかぶっている部分だと思います。自治基本条例があろうがなかろうが、という気 

持ちはわかります。では、なぜあちこちでこれを作ろうとしているのか。ブームということも 

あるでしょうが、要するに、このようなことをうたっていかなければならない現状に直面して 

いるということですよね。 

(委 員） 

市長が当選される前の活動は、確かに市民活動であったと思いますが、当選後に公約 

を果たすためにされていることは行政活動だと思います。 

(会 長） 

町内会、ボランティア団体、老人クラブなどと比べると、少し内発性が低く、より行政色
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が強いという感じでしょうか。 

(委 員） 

組織的には、間接民主主義みたいな感じです。全体のイメージが。 

（室 長） 

まさしく、協働の相手方としての「まちづくり委員会」ということになるのではないでしょう 

か。行政と地域の協働のパートナーとしては「まちづくり委員会」を基本として考えている。 

もちろん町内会も協働の相手方に当然なりうるわけですが、今の稚内市では、町内会の 

単位が大変小さくなっているので、もっと大きな括りでなければ協働してはいけないだろ 

うということです。 

それは行政のニーズでもあり、市民のニーズでもあるわけです。 

大きな括り、たとえば小学校区などの単位が、まさしく今後の協働の担い手になるというこ 

の方針は、協働の中では大きな柱になると思います。 

(委 員） 

地域社会を支えるものは何かというと、町内会であり、各種団体なのだろうと思います。 

単に「コミュニティ」といっても、高齢者や小さな子どもたちには分かりづらいものがあると 

思いますので、「地域のコミュニティ」という言葉がわかりやすいと思います。 

いずれにしても、将来的には名称が地域協議会に変わっても、その役割は大きく変化し 

ないと思うので、現在ある「まちづくり委員会」の存在を考えていくべきかな、と思います。 

３ その他 

(会 長） 

「まちづくり委員会」の位置付けには、色々な考え方があって今日はまとめることが出 

来せん。次回、継続してこれを整理し、『市民の権利・責務』、『行政の責務』などに入って 

いきたいと思います。 

皆さんにおはかりしたいのですが、『行政運営のしくみ（行政評価、監査､組織、総合計画、 

出資団体）など）』に関しては、は予め事務局に案を作ってもらうということでどうでしょうか。 

それとも皆さんで議論しますか。確かに総合計画など大事なところはたくさんありますが。 

もちろん、一つ一つ、会長メモを作って議論してもいいのですが、時間的にちょっと厳し 

いものがあります。私の不手際もあるのですが、皆さん白熱した論議をされているので、 

当初のスケジュールが今日も終わらなかったものですから。 

(事務局）
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こちらに一任していただいて、原案を作らせていただければと思います。 

(会 長） 

委員さんがこれまでどおり、ひとつひとつ論議したいというのであれば、そのよ 

うにいたしますが。 

市長､市民、 議会の責務や権利などはしっかり論議したいと思いますので、 そこは次 

回にやります。 

（委 員） 

市長、執行機関、市職員の責務とかかわりの中で、総合計画、財政計画などが論議さ 

れる機会が多いと思いますので、私は『行政運営』は、事務局にお任せしていいと思いま 

す。 

(委 員） 

私も、事務局で作っていただければと思います。 

(会 長） 

私はどちらでもいいですが、徹底してやるとなると、審議会の回数もおそらく増えること 

になると思います。 

(委 員） 

自分の勉強不足もあるのですが、具体的にどのような論点があるのか分からないまま、 

受け入れてしまうことの怖さがあります。 

事務局に案を作ってもらったうえで、先生のほうから「ここにはこのような論点がある」とい 

うことを説明してもらって、検討する機会を与えていただけるなら、それでいいと思いま 

す。 

(会 長） 

では、『行政運営』については、事務局が条文案を作成し、私なりに問題点をあげ 

て、審議会の中で議論するということでよろしいですか。 回数的にどうですか。 

（室 長） 

基本的には現在決定している日程に沿って、審議会を開催していただき、間に合わな 

ければ、そのときに考えたい。 

大変言いにくいことですが、せっかく議論していただいているので、どこかで区切りをつ 

けて議会に提案しなければならない。来年は改選期なので、３月議会だと選挙後まで待
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てという話にもなりかねない。 

(委 員） 

今後のスケジュール案では、パブリックコメントの実施が１０月２１日からとなっています 

が、これはぎりぎりのラインですか。 

（事務局） 

この日程から更に審議会が延びるようでしたら、１２月議会上程というのは、もう無理で 

す。１３日までの間に、あと１回増やすというなら別ですが。 

(会 長） 

１３日までに１回、追加しますか。 

『行政運営』は条例案を作ってもらっても、その検討に１日は取られてしまうでしょうし、コ 

ミュニティの部分もまだまとまっていません。そのほか、例の不利益条項が残っているの 

と、市長、議員の責務が次回で全てまとめられるかどうか。 

１５日には入れられませんか。 

(事務局) 

１６日が答申となっておりますので、手直しがあった場合、間に合いません。 

(会 長） 

では、１０月１日どうですか。日曜日の開催はこのときだけとします。フォーラム、ワークシ 

ョップは市民の皆さんが参加されますので、別ですが。 

次回は、１０月１日の２時３０分から５時までとし、引き続き、条例項目の審議を行いま 

す。 

その次は３日、１３日に条文の審議を行います。先ほどの『行政運営』の条例案は１０月 

３日に出していただきます。 

今日は、大変盛り上がったいい議論が出来たと思います。長い時間ご苦労さまでした。 

４ 閉 会


